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序　　　　　文

国際協力事業団は、イラン・イスラム共和国関係機関との討議議事録（Ｒ／Ｄ）などに基づき、

ハラーズ農業技術者養成センター計画に関する技術協力を平成 11年７月１日から開始し、今般、

平成 12年４月９日から４月 20日まで農林水産省九州農政局計画部長　堀井潔氏を団長とする運営

指導調査団を現地に派遣しました。

同調査団は本プロジェクトの本格的展開にあたり、詳細年次計画を検討して円滑な運営を行う

ため、イラン・イスラム共和国政府関係者と協議及び現地調査を行いました。

本報告書は、同調査団による協議結果などを取りまとめたものであり、今後、本プロジェクト

の運営にあたり活用されることを願うものです。

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表し

ます。

平成 12年５月

国際協力事業団
農業開発協力部

部長　鮫　島　信　行
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１．運営指導調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

（1）要請の背景

イランにおける農林水産業は、ＧＤＰの約24％（1994 年）、就業人口の約26％を占め、石油

に匹敵する主要産業となっている。イラン政府は、第２次５か年計画（1994 年／1995 年～1999

年／ 2000 年）で「農業の拡大を中心とした持続的な経済成長及び開発」を目標に掲げ、重点事

項として「外国からの食糧輸入削減と食糧の国内自給率の向上」をめざしている。

カスピ海沿岸地域は適度な水資源に恵まれて、現在約42 万 ha の稲作地帯が形成され、水稲

生産量は年間 180 万 t以上に達し、イランにおける米の総生産の 77％を占めている。しかし、

イラン全体では年間 30 万～ 100 万 tの米を輸入せざるを得ない状況で、食糧自給率向上に向

けて米の増産計画が掲げられているが、水田面積の拡大による増産は大きく望めないことか

ら、単位収量の増加が主目標となっている。具体的には、未整備水田のほ場整備、用排水整

備、機械化作業の一貫体系整備などによる農業の近代化が望まれている。

カスピ海沿岸地域の農業開発について我が国は、1984 ～ 1986 年の開発調査（マスタープラ

ン）、1990 ～ 1993 年の開発調査（フィージビリティスタディ）に続き、1990 ～ 1996 年にはプロ

ジェクト方式技術協力「カスピ海沿岸地域農業開発計画（ＣＡＰＩＣ）」を実施し、ほ場整備及

び機械化を含む近代的な稲作農業技術を現場において展示・実証するなど、一定の成果をあ

げてきた。しかしながら、これら稲作農業近代化のための技術をイラン全土の稲作地帯に浸

透、普及し、所期の目的である食糧増産や自給率の向上を図っていくためには、人材の絶対

数が不足しており、専門技術者の養成や農民に対する教育が急務となっている。こうした状

況下、イラン政府はＣＡＰＩＣの施設を「ハラーズ農業技術者養成センター」に改編して技術

者養成機能の強化・充実を図る、新たな技術協力を、我が国に求めてきた。

（2）本プロジェクトの経緯

1） プロジェクト形成調査団の派遣：イラン政府はＣＡＰＩＣの成果を踏まえて「カスピ海沿

岸地域農業開発事業実施センター計画」の実施によるほ場整備技術者育成を要請した。こ

れを受けて国際協力事業団は1996 年 11 月、プロジェクト形成調査団を派遣して技術協力

の必要性を確認した。

2） 基礎調査団の派遣：プロジェクト形成調査結果を受けてイラン政府は、プロジェクト方

式技術協力「近代化農業研修センター計画」の実施によるほ場整備技術者及び近代稲作技

術者の育成を要請してきた。これを受けて 1997 年９月、基礎調査団が派遣され、技術協

力の必要性・妥当性、協力の可能性などを協議した。
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3） 事前調査団の派遣：基礎調査結果を受けてイラン政府は、「ハラーズ川流域農業開発計画

の実施によるほ場整備技術者及び近代稲作技術者の育成に対する技術協力を要請した。

これを受けて1998 年 10 月、事前調査団が派遣され、プロジェクト方式技術協力「ハラー

ズ人材開発センター計画」について協議した。

4） 短期調査員の派遣：事前調査結果を受けて1999 年２月、短期調査員が派遣され、プロジェ

クト方式技術協力「ハラーズ農業技術者養成センター計画」のフレームワーク案の策定、

協力の範囲、具体的な活動計画、実施・管理運営体制について協議した。

5） 実施協議調査団の派遣：短期調査結果を受けて1999 年４月、実施協議調査団が派遣され

て「ハラーズ農業技術者養成センター計画」実施のための最終的な協議を行い、討議議事

録（Record of Discussions：Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わして、1999 年７月から５年間の

技術協力が開始された。プロジェクト目標は、ほ場整備及び整備後のほ場における米生

産に係る人材開発機関として、ハラーズ農業技術者養成センターを強化、充実すること

とされた。

（3）本調査団派遣の目的

1） 実施協議調査で策定した討議議事録（Ｒ／Ｄ）、暫定実施計画（Tentative Schedule of

Implementation：ＴＳＩ）に基づき、今後の具体的な活動、運営の計画をイラン側関係者

及び専門家と協議し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）詳細活動計画

（Plan of Operation：ＰＯ）及びモニタリング・評価計画の策定に関する指導及び助言

を行う。

2） プロジェクト開始以降の活動の進捗状況を調査し、問題点については関係者と協議し、

それらの解決策を検討する。

3） 上記調査結果を踏まえ、日本・イラン両政府に勧告すべき事項があれば、ミニッツに取

りまとめ、署名・交換する。

１－２　調査団の構成

担当分野 氏　名 現　　職

1 総　　括 堀井　　潔 農林水産省九州農政局計画部長

2 ほ場整備 川村　和司 宮城県産業経済部農地整備課技術補佐

3 技術協力 藤山　健人 ＪＩＣＡ農業開発協力部農業技術協力課職員
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１－３　調査日程

2000 年４月９日（日）～４月20 日（木）まで（12 日間）

日順 月　日 曜日 旅　　程 調査内容 備　　考

1 4／ 9 （日） 成田→香港 移動（CX509便）

香港→バーレーン 移動（CX733便）

2 4／ 10 （月） バーレーン→テヘラン 移動（GF334便）

3 4／ 11 （火） テヘラン→アモール 日本大使館表敬・打合せ・移動

4 4／ 12 （水） アモール 調査目的説明、専門家との打合せ 団長：4／ 13出発

5 4／ 13 （木） アモール 全体協議（ＰＤＭ）、個別ヒアリング 成田→（北京）→

テヘラン（IR801便）

6 4／ 14 （金） アモール 団内打合せ、団長合流 テヘラン→アモール

7 4／ 15 （土） アモール 現地調査

8 4／ 16 （日） アモール 全体協議（ミニッツ）

9 4／ 17 （月） アモール→テヘラン 移動

10 4／ 18 （火） テヘラン 農業省協議（最終合意）

ミニッツ署名・交換

11 4／ 19 （水） テヘラン→（北京）→ 日本大使館報告、移動（IR800便）

12 4／ 20 （木） →成田 移動（IR800便）

１－４　主要面談者

（1）農業省

Mr. Reza ARJMANDI 農業企業及び農業農村協同組合局長

Dr. Gholamali NAJAFI 環境及び持続的農業開発局長

（プロジェクトマネージャー）

（2）ハラーズ農業技術者養成センター

Mr. Mohammad Bagher YOUSEFIAN サイトマネージャー

Mr. ASKIAN 栽培・普及部門担当

Mr. Gholam. Hasan NAJAFI インフラ整備部門担当

Mr. HASHEMI 機械部門担当

Mr. MOUSAVI 技術エンジニア部門担当

Mr. HOSEINI 機械部門担当

Mr. TONKABORI 灌漑排水部門担当
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（3）在イラン日本国大使館

孫崎　　享 大使

佐藤　吉治 二等書記官

（4）日本人専門家

下村　元一 チームリーダー／事業制度

木村　安弘 業務調整

加藤　和憲 基礎技術

對馬　敬史 調査・計画・設計

服部　康二 施工及び施工管理

星野　達夫 短期専門家（土・土質教材作成指導）

吉田　富雄 短期専門家（稲作栽培）

手塚　博之 短期専門家（稲作機械化）

（5）その他

Dr. Mohsen Parsa 通訳



- 5 -

２．要　　　約

本調査団は 2000 年４月９日から同20 日までの日程でイランを訪問し、「ハラーズ農業技術者養

成センター計画」に係る運営指導（計画打合せ）調査を行った。調査団は、具体的なプロジェクト

活動、運営計画をイラン側関係者及び専門家と協議し、プロジェクト・デザイン・マトリックス

（ＰＤＭ）、詳細活動計画（Plan of Operation：ＰＯ）及びモニタリング・評価計画を策定した。

また、プロジェクト開始以降の活動進捗状況について調査・協議した結果、合意事項をミニッツ

（付属資料１．）に取りまとめて署名を取り交わした。

本調査結果の要旨は以下のとおりである。

（1）日本側投入実績

長期専門家５名、短期専門家４名が派遣され活動している。また、既にカウンターパート

３名が日本研修に派遣されるとともに、機材についてはコンクリート試験器具などが供与さ

れており、双方とも順調に実施されている。（ミニッツ２－１－１、２－１－２、２－１－３、

２－１－４）

（2）イラン側投入実績

1） カウンターパートの配置

プロジェクトマネージャー、サイトマネージャーをはじめ各分野にわたり27 名のカウン

ターパートを配置して活動している。（ミニッツ２－２－１、ANNEX I ）

2） 施設及び費用負担

カスピ海沿岸地域農業開発計画（ＣＡＰＩＣ）で建設された施設（建物、農地）を利用して

活動を行っている。また、新たに予定されている施設（研修棟）の建設には60 億リアルが必

要と見込まれているが、イラン側は 1999 年度予算約 20 億リアルで建設資材を購入してい

る。今後2000 年度には施設の建設を行う予定である。（ミニッツ２－２－２、２－２－３）

（3）プロジェクト活動状況

1） ほ場整備分野

ほ場整備分野である①基礎技術、②調査・計画・設計、③積算・施工・施工管理、④事

業実施体制・制度の４課題については、既存技術の調査・見直しを行うとともに、カウン

ターパートと一緒になって研修テキスト及びマニュアルを作成しており（日本語版、英語

版、ペルシャ語版）、活動は軌道に乗ってきている。（ミニッツ３－１、３－２、３－３、３

－４）
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2） 栽培・機械化分野

栽培、機械化の２課題については、既存技術の調査・見直しを行うとともに、短期専門

家の協力で研修による技術移転がまもなく開始される予定である。（ミニッツ３－５、３－

６）

（4）活動計画：Plan of Operation（ＰＯ）

日本側専門家、イラン側カウンターパートによる分野別、課題別の検討を行い、５か年間

の作業計画を作成し活動計画とした。（ミニッツ６、ANNEX Ⅳ）

（5）詳細暫定実施計画（Detailed Tentative Schedule of Implementation：ｄＴＳＩ）

活動計画を基にして詳細暫定実施計画を作成した。（ミニッツ４、ANNEX Ⅱ）

（6）プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）

本来、Ｒ／Ｄ締結の際に作成すべきものではあるが、諸般の事情により今回作成したため、

Important Assumptions欄の＜前提条件＞は＜現状＞として取りまとめた。研修コースの数な

どの指標は、2000年８月に予定される第１回合同調整委員会の開催までにイラン側と検討す

ることとした。（ミニッツ５、ANNEX Ⅲ）

（7）モニタリング計画及び評価計画

活動期間中の実施計画を作成した。ＰＤＭ及びＰＯによるモニタリングは 2000年７月に第

１回を、その後半年に１回の割合で実施することとした。なお、モニタリングのための会議

資料はイラン側カウンターパートと日本側専門家が共同で作成することとした。評価計画に

おいては中間評価及び最終評価における評価５項目（効率性、目標達成度、インパクト、妥当

性、持続性）とプロジェクト指標（上位目標、プロジェクト目標、アウトプット、インプット）

との関係を説明してイラン側の理解を得た。さらに、１年に１回の合同調整委員会の開催時

期についても明記した。（ミニッツ７、ANNEX Ⅴ）

（8）確認及び提案事項

1） 実施体制

日本側（長期専門家５名、短期専門家４名）、イラン側（カウンターパート 27名）の実施

体制が確立されており、ＣＡＰＩＣで建設された施設を利用して活動が順調に開始されて

いる。（ミニッツ８）
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2） 研修カリキュラムの作成

本プロジェクトの目的である人材育成には、カリキュラム（講義、演習、実験などにより

構成）の内容が重要である。研修教材はカリキュラムの内容に基づいて整備していく必要が

あるため、３年度からの研修の開始に向けてその検討が急がれる。暫定実施計画（ＴＳＩ）

では２年度までとなっているが、2000 年８月開催の第１回合同調整委員会までに、研修

コース別にイラン側と十分な打合せが必要である。なお、討議議事録（Ｒ／Ｄ）の際のミ

ニッツにおいてはほ場整備２コース、栽培３コース、機械化３コースの計８コース、年間

研修員総数344 名の研修計画が提案されている（討議議事録時のミニッツ、ANNEX Ⅱ）。（ミ

ニッツ９－１）

カリキュラムの作成の目的は次のとおりである。

・講義用の教材だけでなく演習、実験用の教材を計画的に作成する。

・研修講師としてのカウンターパートの責任分担を明確にして、業務に意欲をもたせる。

・大学をはじめとする国内関係機関との連携方策を検討する。

・３年度目からの短期専門家派遣計画、カウンターパート研修計画、機材供与計画を早

めに作成し計画的に推進する。

3） 国内関係機関との連携

研修センターとしての機能を十分に果たすためには、現プロジェクトのカウンターパー

トによる研修指導は無論のことであるが、国内研究機関としての大学（関係部科）、研究機

関（農業工学研究所、稲作研究所など）、他関係機関（農業訓練センターなど）との連携が必

要である。このため、プロジェクト活動の一環として早急に国内関係機関をリストアップ

したうえ、詳細活動内容を調査するとともに、研修教材として利用できる資料（英語版、ペ

ルシャ語版）の収集、実験機械器具の確認、研修講師依頼などを行うことが重要である。（ミ

ニッツ９－２）

主な国内関係機関におけるプロジェクト関係業務内容は次のとおりである。

・大学（工学部土木関係部科）：工学的研究・教育

・農業工学研究所：灌漑排水技術研究、農業機械の研究など

・稲作研究所：水田ほ場の近代化研究、水田における水管理と灌漑用水の削減研究など

・農業訓練センター：農業普及部門・農業研究部門の訓練など
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３．暫定実施計画の進捗状況

３－１　協力部門別活動

３－１－１　ほ場整備分野

プロジェクトが開始された現在、残された日本側の懸念事項はイラン側カウンターパートの

確保、プロジェクト関連予算確保、オーナーシップの確立である。

このため調査団のカウンターパート、ヒアリングでは、本プロジェクトに関する各レベル目

標設定について意識の共有状況、各自が携わっている業務と目標との関連についての理解状況、

さらに業務そのものについての理解状況、カウンターパートの役割についての理解状況を把握

することに努めた。

それぞれ日本人専門家の指示により活動しているが、少しでも多く学び取ろうとする気持ち

がうかがえるものの、翻訳中心の業務に疑問をもつカウンターパートもいて、プロジェクト実

施計画の全体像把握が不足している状況にある。

懸念のオーナーシップは現時点で不足しているが、研修カリキュラムの作成をとおし、カウ

ンターパートの具体的はり付けと責任を明確する過程で醸成されるものと確信する。

プロジェクト活動の進捗状況に係るヒアリングの結果は、以下のとおりである。

（1）基礎技術

1） 業務の実施内容と進捗状況

この分野については学問的にも確立・体系化していること、担当する日本人専門家は

国際技術協力の経験が豊富であることも相まって、年次計画を上回る進捗状況となって

いる。

具体的には、研修テキストとして「応用力学演習」「土質試験実験機器一覧」「水文学演

習」「コンクリート試験マニュアル」の英文原稿及び図表が完成し、水文学及びコンク

リートについてはペルシャ語への翻訳も終了している。

2） カウンターパートとの連携

ヒアリングに参加したカウンターパートは Gh.H.Najafi、Va.KARIMI、Me.GHOLAMIの３名

で、それぞれ大学で「灌漑排水」「土木」を専攻しており、業務推進のためのバックグラウ

ンドをもったエンジニアである。また、担当する日本人専門家に対して信頼感をもち、各

自の役割及びプロジェクト目的も自覚している。
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3） 現状の評価と今後の課題と対策

進捗状況、カウンターパートとの連携ともほかのチームに比べ良好で、今後とも順調

に進捗するものと判断した。今後は他チームとの業務連携について検討の必要がある。

さらに関連する短期専門家の派遣期間と業務スケジュールの整合（同一専門家からの指導

を希望している）や、プロジェクト後半の核となる課題の抽出が望まれる。

（2）調査・計画・設計

1） 業務の実施内容と進捗状況

この分野は、基礎技術的な調査と応用技術的な計画・設計とに大別される。

研修テキスト原本は、これらについてコンパクトにまとめてある「ほ場整備事業便覧

（ほ場整備研究会編集）」を利用することとしていたが、「土地改良事業計画設計基準ほ場

整備（水田）」の制定が予定されたことから、最新情報を提供するため研修テキスト原本

の変更を行った。また、計画設計基準の記載事項を補足するため暗渠排水、減水深、土

工、ほ場整備について既存英訳資料を活用している。

一方、調査・計画・設計を一連の流れのなかでカウンターパートに理解させるため、

ＣＡＰＩＣほ場内で排水改良のための測量計画を実施し、その成果を研修テキストの事

例として利用する計画としている。

作成された研修テキストは、計画設計基準の調査及び計画を中心に英訳を完了し、ペ

ルシャ語に翻訳した原稿を作成中であるが、進捗については若干遅れ気味である。

2） カウンターパートとの連携

ヒアリングに参加したカウンターパートは Ho.TONKABONI、Ho.LATIFI、Ea.KIAの３名だ

が、現在リーダーが日本で研修中のこともあり、他チームのリーダーに指導を受けるな

ど複雑な対応をしている。また、研修テキスト原本が一定のルールで収集されないこと、

日本語からの英訳に分からない部分があること、担当する業務がどの部分に位置づけら

れるか分からないこと、チームの作業進捗が分からないなど、日本人専門家と意思疎通

が不十分で、業務進捗についても異なった判断をしている。

3） 現状の評価と今後の課題と対策

ヒアリングの結果から、日本人専門家とカウンターパート間の英語を介しての意思疎

通が十分でないこと、カウンターパートは業務進捗状況を作成したテキストのページ数

で評価しようとしており、焦りとなって現れていることなどが明らかになった。

今後の業務推進に際しては、カウンターパートと目標の共有が肝要であり「作業フ
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ローチャート」「詳細工程表」等を準備するなど、プロジェクトチーム全体での対応が望

まれる。

（3）積算・施工・施工管理

1） 業務の実施内容と進捗状況

この分野は、日本側情報の提供ではなくイラン側情報の収集と検討で、これまでカウ

ンターパートなどの協力を得て積算、契約、施工体制等の実態を把握した。

特に大規模な灌漑排水事業のダムや頭首工の工事は、それぞれの専門コンサルタント

が農業省と契約し、調査・計画・設計・積算・施工管理・検査まで一連の手順を担って

おり、日本における実施体制とあらゆる面で異なっていることが理解できた。

このため、ほ場整備事業のような地域に密着した工事の実施体制について検討するイ

ラン関係機関（農業省、計画予算機構、土と水公社、カスピ海沿岸地域農業開発計画：

ＣＡＰＩＣ）で構成する「ほ場整備のための協議会（仮称）」の設立が具体化しており、若

干の遅れがあるものの予定どおりの進捗となっている。

2） カウンターパートとの連携

ヒアリングに参加したカウンターパートは、Ra.MOUSAVI、Al.ZAREI、Ha.YOUSEFIANの３

名で、日本人専門家から示された活動計画に関するフローチャートに基づき作業するな

ど、具体的目標が共有され、良好な連携ができている。

3） 現状の評価と今後の課題と対策

現状分析の結果「ほ場整備のための協議会（仮称）」の設立が具体化するなど、国をあげ

て積極的な対応が成されている。今後は、ほ場整備という地域（農家）に密着した工事の

実施体制づくりにおいて、日本・イラン両国の良い面を取り入れる姿勢が望まれる。

（4）事業実施体制・制度

1） 業務の実施内容と進捗状況

活動の成果は「イランにおけるほ場整備事業制度の現状と課題」報告書で、イランのほ

場整備事例としてＣＡＰＩＣ方式とマザンダラン州方式、それに日本方式の３方式を対

比し、相違点や改善案についてまとめられている。また、全体業務調整といった多忙の

なかでの活動であるが、ほぼ予定どおりの進捗となっている。
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2） カウンターパートとの連携

ヒアリングはサイトマネージャーの Mo.B.YOUSEFIAN氏が対応したが、この分野は日本・

イラン両国ともトップ同士が対応しており、プロジェクトの位置づけ、建設されるセン

ターの役割、成功の鍵などを明確に理解しており、良好な連携がなされている。

3） 現状の評価と今後の課題と対策

「イランにおけるほ場整備事業制度の現状と課題」報告書で、申請手続き、実施手続き、

換地手続きを、ほ場整備中心に検討している。今後、事業完了後の維持管理分野、ほ場

整備で解決できない分野についての検討と、灌漑排水、農道整備などの関連基幹事業分

野との役割分担について検討する必要がある。

（5）今後のプロジェクト活動にあたっての留意点

1） イラン側カウンターパートの要望事項

a. カウンターパートは将来の研修講師を予定しており、研修生への教授方法や作成し

た実験マニュアルの実習体験の指導を要望している。

b. 現場で実際に仕事のやり方（問題点の把握と改善策の指導など）の指導を要望してい

る。

c. 意思の伝達が十分になされない場合があり、日本人専門家の英語力の向上を要望し

ている。

2） プロジェクト実施体制

プロジェクトの根幹は、ほ場整備に関する調査・計画・設計分野であり、今後一層の

内容充実を図る必要がある。この分野についてほり下げた検討を現地専門家が行い、早

い時期に適合する長期・短期専門家を確保する必要がある。

さらに、設計基準等は現地で専門家が苦労して英訳するのではなく、国際協力のシス

テムのなかで対応する方策も、検討課題に入れる必要がある。

３－１－２　栽培・機械化分野

（1）栽培分野

1） 業務の実施内容と進捗状況

これまでの稲作栽培技術に係る研修コースの充実に加え、裏作の導入を予定している。

当該分野の短期専門家は 2000年４月に派遣されたため、これまでの活動状況としては、

2000年度の研修の実施に向けて、カウンターパートにより研修カリキュラムの作成と研
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修テキスト３種類（Box nursery technology, Fertilizer applicatio management, Water

management）の見直し、改訂が行われた。

研修は2000年４月から約２週間の研修コースを２回実施する予定である。１回の研修

参加者は、技術者５名、技能者５名、農家５名以上を予定している。

2） カウンターパートとの連携

カウンターパートはＣＡＰＩＣの成果を踏まえ、既存の技術により研修の実施及びプ

ロジェクト目標の達成は可能と判断しているが、具体的な研修計画は当面のもののみで

あり、５年間の研修計画は存在していない。

現時点で新たに研修テキストを作成すべき項目はなく、短期専門家の意見や議論によ

り新たな研修テキストを作成していく予定である。

3） 現状の評価と今後の課題

当該分野の協力内容は主として短期専門家による指導となることから、これまで大き

な成果はないが、カウンターパートのみで既存の研修テキストの改訂が行われ、研修が

実施されることは評価できる。

しかしながら、既存の技術及び研修内容に関して問題意識がないため、現在派遣して

いる短期専門家の指導により協力課題を明らかにするとともに、今後の短期専門家の派

遣計画を検討する必要がある。

（2）機械化分野

1） 業務の実施内容と進捗状況

栽培分野と同様に短期専門家は2000年４月に派遣されたため、これまでの活動状況と

しては、2000年度の研修の実施に向けて、カウンターパートにより研修カリキュラムの

作成と研修テキスト２種類（Transplanting, Rice Mechanization）の作成が行われた。ま

た、ポストハーベストについても現在作成中である。

研修は2000年４月から約２週間の研修コースを２回実施する予定である。１回の研修

参加者は、技術者５名、技能者５名、農家５名以上を予定している。また、展示ほ場に

ついては農家１名の協力を得て、センター内で機械稲作技術に関して訓練したあと、農

業機械及び苗などを提供し栽培を開始する予定である。

2） カウンターパートとの連携

カウンターパートはこれまでセンター内ほ場（52ha）における作業に時間を取られてい
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たため、2000 年から研修の準備をしたいとの説明があった。また、当該分野はイランに

おいては経験が少ないため、短期専門家の指導や参考となる研修テキストが必要との要

望があった。

3） 現状の評価と今後の課題

当該分野の協力内容は主として短期専門家による指導となるが、イランでは機械化稲

作技術の経験が少ないことを考慮すると、カウンターパート研修を実施することも効果

的と考えられる。現在、１名のカウンターパートが集団コース「農業機械」の研修中であ

り、それらの成果を踏まえて今後のイランでの研修計画を作成する必要がある。

また、栽培分野と同様に現在派遣している短期専門家の指導により協力課題を明らか

にするとともに、今後の短期専門家の派遣計画を検討する必要がある。

３－２　建物施設等

専門家執務室（５室）、機材倉庫などに関しては、ＣＡＰＩＣの施設を引き継ぐハラーズ農業技

術者養成センター内に確保されている。

研修施設の建設状況については、Ｒ／Ｄ署名時に 2001 年３月までに完成することが確認されて

いるが、現時点の進捗状況は基本設計を完成し、施設配置図、施設模型が作成され、詳細設計を

実施中である。また、建設予定地ではブルドーザーが地ならしをしており、センター内には 1999

年度予算約 20 億リアル（約 2,700万円）で購入した建設資材の一部が搬入されていた。

Ｒ／Ｄ署名時の計画と比較して約４か月遅れとの説明であるが、2000 年度予算約 33 億リアル

（約 4,500 万円）の確保状況を考慮すると、一部遅れる可能性がある。プロジェクト協力３年目

（2001 年夏ごろ）からの研修開始に間に合うよう、今後とも進捗状況に注意する必要がある。

３－３　専門家派遣

平成 11 年度において長期専門家５名及び短期専門家４名を派遣した。

（1）長期専門家

分　野　名 氏　名 派遣期間 所　属　先

チームリーダー／事業制度 下村　元一 1999.8.1～ 2001.7.31 青森県土地改良事業団体連合会

業務調整 木村　安弘 1999.8.1～ 2001.7.31

基礎技術 加藤　和憲 1999.8.1～ 2001.7.31 ＪＩＣＡ国際協力専門員

調査･計画･設計 對馬　敬史 1999.8.1～ 2001.7.31 青森県土地改良事業団体連合会

施工及び施工管理 服部　康二 1999.8.1～ 2001.7.31 ＪＩＣＡ農業開発協力部
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（2）短期専門家

分　野　名 氏　名 派遣期間 所　属　先

土･土質教材作成 星野　達夫 1999.11.16～ 2000.8.31

環境保全型農業 片野　　学 2000.3.6～ 2000.3.16 九州東海大学

稲作栽培 吉田　富雄 2000.4.3～ 2000.6.29

稲作機械化 手塚　博之 2000.4.3～ 2000.6.29 三菱農機（株）

３－４　研修員受入

平成 11 年度はほ場整備分野２名、機械化分野１名の研修を実施している。

今後は毎年ほ場整備分野２名、栽培分野１名、機械化分野１名に対して基礎的研修を実施する

よう計画している。

研修科目名 氏　名 研修期間 備　　考

ほ場整備 R. MOUSAVI 1999.11.6～ 1999.12.11

灌漑排水� N. JALALI 2000.2.7～ 2000.11.17

農業機械� S. HASHEMI 2000.2.14～ 2000.11.10

３－５　資機材供与

平成 11 年度現地調達分として、車両３台、コピー機１台、パソコン１式の購入を完了した。本

邦調達を予定しているコンクリート試験機器、土質試験機器ほかについては現在契約を完了して

おり、2000 年７月に輸送する予定である。

平成 12 年度に関しては、ほ場整備分野を中心にコンクリート試験機器、土質試験機器、測量機

器などを調達する計画である。

３－６　プロジェクト運営経費

イラン側はプロジェクトにかかる経費として、以下のとおり予算措置をしている。

・1999 年度 35 億リアル（約 4,800万円）

うちプロジェクト運営経費 約 15 億リアル（約2,000万円）

研修施設建設費 約 20 億リアル（約2,800万円）

・2000 年度予算 約 50 億リアル（約 6,900万円）

うちプロジェクト運営経費 約 17 億リアル（約2,300万円）

研修施設建設費 約 33 億リアル（約4,600万円）
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４．調査団長所見

（1）イラン側のプロジェクトに対する取り組み方

イラン側は本プロジェクトの目標（ほ場整備及び整備後のほ場における米生産に係る人材開

発のための技術的な機関としてのハラーズ農業技術者養成センターの強化、充実）達成により

ほ場整備を実施して米生産の増大を図ることは無論のことではあるが、そのほかにも本プロ

ジェクトを日本・イラン間の外交上の重要事項と位置づけており、カウンターパートの配置、

施設の建設などに協力的である。

（2）日本側の協力状況

専門家の派遣、カウンターパート研修、機材供与とも順調に実施されている。また、今後、

早急に検討されるカリキュラムに基づき、３年度目からの短期専門家派遣計画、カウンター

パート研修計画、機材供与計画を作成することにより、協力の計画的推進が可能となると考

えられる。特に、短期専門家により対応することとなっている栽培・機械化分野については、

今後の短期専門家派遣計画を十分検討しておく必要がある。

（3）今後のプロジェクト協力対応と見通し

プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）における研修コースなどの指標が明確に

なり、研修コース別カリキュラムが作成されれば（2000年８月目標）今後のプロジェクト運営

はより一層スムーズに実施されることになる。また、本プロジェクトの生みの親であるプロ

ジェクトマネージャーの Dr. Najafiは定年（30年勤続で定年となる仕組み）を過ぎて予算局

長を退任したものの、その後、環境及び持続的農業開発局長として現役に復帰している。本

プロジェクトの推進は彼の力に負うところが大きいため Dr. Najafiの今後の動向に留意して

おく必要がある。

（4）第三国研修の開催要望への対応

イラン側は、カスピ海沿岸地域農業開発計画（ＣＡＰＩＣ）及び本プロジェクトの実績を踏

まえて、近い将来における『ほ場整備』に関する第三国研修の実施を要望している。このため、

今後の実施に向けた手順及び設備に関する情報をチームリーダーを通じてイラン側に与える

必要がある。ただし、以前に実施した第三国研修では、イラン側の実施体制が不十分であっ

たことがあり、留意しておく必要がある。また、現在建設中の研修棟の設備（特に視聴覚室）

を第三国研修実施が可能となるよう整備したいとの希望があるため、第三国研修実施国の研

修施設に関する情報を収集して与える必要がある。
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１．ミニッツ

２．プロジェクト組織図

３．平成 11 年度供与機材リスト

４．平成 12 年度実施計画

５．平成 12 年度専門家派遣要望票

６．平成 12 年度研修員受入計画表

７．研修施設の概要、計画図
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